
  

日医発第 60 号（情シ） 

令和 6年 4月 4日 

 

 

 都道府県医師会会長 殿 

 

                           公益社団法人日本医師会 

会長 松本 吉郎 

（公 印 省 略） 

 

経済構造実態調査の事前周知について  

  

 

日頃より、大変お世話になっております。 

この度、総務省・経済産業省では、令和6年 6月に我が国の全ての産業における企業・事業

所や団体を対象とした「経済構造実態調査」を実施いたします。 

この調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づき実施する国の重要な統計調査（基幹

統計調査）であり、報告の義務があります。ご回答いただいた調査内容は統計法に基づき厳重

に保護されます。 

調査をお願いする貴会会員の皆さまには、国が調査を委託した事業者から、調査票などの調

査書類を、５月から順次郵送いたしますので、インターネット又は郵送により、ご回答をお願

いいたします。 

つきましては、貴会におかれまして、本調査実施に際してはご協力いただき、ホームページ

や機関誌での掲載を通じましてご周知いただきたくお願い申し上げます。 
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経済構造実態調査の事前周知について （依頼）

　

日頃より政府が実施する各種統計調査に御理解を賜り、厚く御礼申し上げます。

　

総務省・経済産業省では、我が国の全ての産業における企業・事業所や団体を対象とし

た「経済構造実態調査」 を令和６年６月に実施します。

　

「経済構造実態調査」 は、 全ての産業における付加価値等の構造とその変化を明らか

にする基幹統計調査（統計法（平成１９年法律第５３号）に基づいた報告義務のある調査）で

あり、その調査結果は、国民経済計算（年次推計）の精度向上への寄与のほか、より正確

な景気判断や効果的な行政施策の立案、 実施のための基礎資料、企業経営の参考資料な

どに広く利活用されることを目的としています。

　

「経済構造実態調査」のより円滑な実施に向け、その趣旨・必要性について広く御理解

いただきたく、統計法第３０条第１項に基づき協力を依頼いたします。 貴団体に属する各

企業等に対し、貴団体のホームページや機関誌（紙）への記事・広告の掲載等を通じて、
「経済構造実態調査」の実施及び調査への御回答 （特にインターネットでの回答を推奨）

について御周知いただきますようお願い申し上げます。

　

なお、今回の調査については、同時期に実施される「経済センサス‐基礎調査」と同時

一体的に実施し、調査対象企業・事業所の負担軽減を図ることとしています。



【広報依頼資料】

「経済構造実態調査」に関する広報依頼（お願い）

総務省・経済産業省
２

　

０

　

２

　

４ 年 ３月

　

「経済構造実態調査」の実施に先立ち、貴団体に属する企業等の皆様に当調査についてご周知
いただきたく、 お願いする次第です。

　

※ご周知いただく際には、別添の広報用素材を是非ご活用ください。

　

●

　

経済構造実態調査とは

　　

経済構造実態調査は、全ての産業の付加価値等の構造とその変化を明らかにし、国民経済

　

計算（ＧＤＰ統計）の精度向上に資するとともに、５年ごとに実施する「経済センサス‐活動調

　

査」の中間年の実態を把握することを目的とした毎年実施の調査※です。

　　

政府の重要な調査であり、統計法（平成１９年法律第５３号）に基づいた報告義務のある調査

　　

（基幹統計調査） として実施します。

　　

※経済センサス‐活動調査の実施年を除きます。

　　

詳しくは、同封のリーフレット「安心まるわかり！

　

みんなの経済構造実態調査」及び経済

　

構造実態調査ホームページをご高覧ください。ホームページでは、 ３月末に昨年実施した調

　

査の結果を公表します。

圃経済構造実態調査ホームページ
ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ，ｓｔａｔ．９０．ｊｐ／ｄａｔａ／ｋｌｑ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ

●

　

貴団体にご協力をお願いしたいこと

　　

・ 貴団体において発行している機関誌 （紙）などへの掲載

　　

・ 貴団体のホームページへの掲載

　　

（掲載いただける場合、別添「広報用素材」に掲載しているバナー等の用意もございます。）

　　

・ 総会などで、 「経済構造実態調査」 が実施される旨の案内

　　

（数に限りはございますが、 リーフレットの送付も可能です。）
など

以上、簡単なご案内を記載いたしましたが、経済構造実態調査についてご不明な点等がござい
ましたら、 下記ｉ裏絡先までお気兼ねなくご連絡ください。
何卒よろしくお願いいたします。

＜連絡先＞
総務省統計局経済統計課経済構造実態調査担当
メールアドレス：ｅ‐ｋｋｊ＠ｓｏｕｍｕ．９０．ｊｐ
電

　

話

　

番

　

号：０３‐５２７３‐１１６５



【広報用素材】

●貴団体のホームページや機関誌 （紙） において、「経済構造実態調査」 に関する記

事やバナー等の掲載にご協力いただける場合は、以下「広報用素材について」をご

参考にご活用くださいますようお願いいたします。

●電子ファイルやリーフレットが必要な場合には５ページ目に記載の

　

＜連絡先＞

　

までご連絡ください。

■■広報用素材について１１■

１． 機関誌用原稿 （電子ファイル）

　

機関誌用原稿は、貴団体発行の機関誌等の誌面において、ご掲載いただくことを目

的とした〔１〕イラスト入り原稿及び〔２〕文例集です。

　

主に、本調査の重要性（法律に基づいた報告義務のある基幹統計調査）及び実施時

期の周知を目的としており、調査関係書類の送付時期なども明記しています。

　　

〔２〕 文例集は、 貴団体ホームページの 「お知らせ／インフオメーション」 欄等へ

の掲載においてもご活用いただければ幸甚です。

〔１〕イラスト入り原稿

　

／ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ーーーーーー、．・＼　　

　

　　　

経済構造
実態調査

　　　　　

回全ての産業の法人企業が対象になります。

： ｉ

　　　

区ＧＤＰ統計の槽度向上につながります。

デ，とき「三一，′
」Ｙ 供せハー

　

＼、′

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

　　

　　

ｎ

　

銃什法｛平成１９年法律第闘；】に墓づいた維告麟轟のある■董です‐
Ｃ

　

Ｉ

　

Ｉ壷錆段となる法人企業の琶さまには、５月から■次国査■■を

　

曙伺い化し＊すので、６月末率でにご圏差そお■いい化し＊す．

■国ｒ・透実一ー

　

ｗ小一ページ

　　　　　　　 　
鑓総務省

　

も鰯蝋乱

Ｉ



【広報用素材】

〔２〕文例集（３種類）

●文例①

　

総務省・経済産業省では、２０２４年６月に全ての産業における企業・事業所や団

体を対象とした「経済構造実態調査」を実施いたします。

　

経済構造実態調査は、全ての産業における企業・事業所や団体の経済活動の状

況を明らかにする、統計法に基づく報告義務のある基幹統計調査であり、「国民

経済計算（ＧＤＰ統計）の精度向上」に資するほか、「より正確な景気判断・効果的

な行政施策の立案」「企業経営の参考資料」などに広く利活用されることを目的

としています。

　

調査をお願いする企業・事業所や団体の皆さまには、国が調査を委託した事業

者から、調査書類を５月から順次郵送いたしますので、インターネットにて、 ご

回答をお願いいたします （郵送でご回答いただくこともできます。）。

　

なお、今回の調査については、同時期に実施される「経済センサス‐基礎調査」

　

と同時一体的に実施し、調査対象企業・事業所の負担軽減を図ることとしていま

す。

　

詳しくは、 以下のＵＲＬから経済構造実態調査のホームページをご覧ください。

　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔ．ｇｏ．」ｐ／ｄａｔａ／ｋｋｊ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ

●文例②

　

総務省・経済産業省では、２０２４年６月に「経済構造実態調査」を実施いたしま

す。

　

この調査は、 国民経済計算 （ＧＤＰ統計） の精度向上等を目的とした、 統計法に

基づく報告義務のある調査です。

　

調査をお願いする企業・事業所や団体の皆さまには、調査書類を５月から順次

郵送いたしますので、インターネットにて、 ご回答をお願いいたします（郵送で

ご回答いただくこともできます。）。

　

なお、今回の調査については、同時期に実施される「経済センサス‐基礎調査」

　

と同時一体的に実施し、調査対象企業・事業所の負担軽減を図ることとしていま

す。

　

詳しくは、 以下のＵＲＬから経済構造実態調査のホームページをご覧ください。

　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔ．ｇｏ．ｊｐ／ｄａｔａ／ｋｋｊ／ｉｎｄｅｘ，ｈｔｍ１

２



【広報用素材１

●文例③ （ホームページの 「お知らせ／インフオメーション」 欄等への掲載用）

　

総務省・経済産業省では、２０２４年６月に「経済構造実態調査」（統計法に基づ

　

く基幹統計調査）を実施いたします。

　

なお、今回の調査については、同時期に実施される「経済センサス‐基礎調査」

と同時一体的に実施いたします。

　

詳しくは、 以下のＵＲＬから経済構造実態調査のホームページをご覧ください。

　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔ．ｇｏ．」ｐ／ｄａｔａ／ｋｋ」／ｉｎｄｅｘ，ｈｔｍ１

３



【広報用素材】

２． 広報用リーフレット（電子ファイル及び紙）

　

広報用リーフレットは本状にも同封しております。総会などで配布いただける場合

は、 紙の追加送付も対応いたします。

　

ただし、 数に限りがございますので、 誠に勝手ながら１団体２０部までのご提供と

させていただきます。

　

なお、広報用リーフレットは、調査票などの調査書類に同封し、調査の対象となる

企業や団体の皆様に送付いたします。

　 　　　　 　　　　

　

　　
．

　　　　　　　　　　　

■■

以下からご覧いただけます【

　　　　　　　　　　　　
　

．

　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
援か国主体の売上日やその推尊についても、以下のようにｌｉｉ年ｌｅｌｌすること
ができます．

　

，‘【，．‐，”‐
日加摺；にトミ

ドー．・ドー”ニニ．，
“

“・ー｝

　

ｖ

　

ｆ馨ー三－－…ーＥＪ十三▲、
ー…１“

　

渥．１１－１卦１‐

　

‐

　　　　

柊球写す～嘗めぞ驚喜１扇ぎ，～・

　

ｉｏ〔‘０為．；．ｒ１Ｕ々顕ｒｒ′’；▲；．・１下ＯＴ・▼

　

１≠．・１．・

　

．；・ヒ・′【′－

　

．市

　

；．ＩＬ

　

、、イ

　　

ヤー，．

　

・

安心まるわかり！＼みんなの／

経済構造
実態調査
済
態

　　

経済構造
実態調査実態調査
総務省・経済産業省が毎年実施する

　　

統計調査です－ＭｏＦＭ，
ーＵ‐ｄ・．１１
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ー

　

　　　　　　
○産業横断調査

　

ｇ提巻期種

　

図湾本金等の顕

　

団企業全体の売上（収入｝金風

　

図費用閣議及び主な費用項目

　

図主な宇要の内宮

　

図享豪活ゑ

　

生正鵠の瞳頭例の売上｛収入）金額りど・こｐ・しｎ，とＥＩ”，

日製違業事業所調査

　

図経営塑甑
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国際材料使用額

　

図豊科使用額
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【広報用素材】

３． ホームページ用バナー （電子ファイル）

　

ホームページ用バナーは、貴団体のホームページにおいて、ご掲載いただくことを

目的とした素材です。

　

バナーのリンク先としては、経済構造実態調査のホームページ（下記ＵＲＬ）を想

定しています。なお、当該ページには、調査の目的、調査対象の範囲、調査事項など、
本調査の概要を詳しく掲載しています。

●バナー （下記以外のサイズの用意もあります。）

経済構造
実態調査

　

　　　　 　　　　　 経済構造実態調査

　　　

　　　　

　　

　　　　　　　

　　

　　　　

３００

　

×

　

２５０ｐｘ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３２０

　

× ｌｏｏｐｘ

　

．経済構造実態調査ホームページＵＲＬ

　　　

ホームページ用バナーのリンク先については、下記ＵＲＬとしていただくよう

　　

お願いいたします。

　　　　

〔リンク先ＵＲＬ〕ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｔａｔ．ｇｏ．ｊｐ／ｄａｔａ／ｋｋｊ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ

　

広報用素材について、ご不明な点やご希望等がありましたら下記連絡先までご連絡く

ださい。

（お願い）

貴団体においてご協力いただいた内容（機関誌の写し等） は、もし可能でしたら、メ

ール等でお知らせいただければ幸いです。

＜連絡先＞

　　

総務省統計局統計調査部経済統計課

　

経済構造実態調査担当

　　

電

　　

話：０３ 一 ５２７３一１１６５（直通）

　　　

Ｅ －ｍａｉｌ：ｅ ｋｊ＠ｓｏｕｍｕ．ｇｏ．ｊｐ

５
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Ｃ 全ての産業の法人企業が対象になります。
Ｃ インターネットでご回答をお願いします。
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総務省・経済産業省が毎ギ実施する

統計調査です繍灘卿蹴際
「調査の概要「

経済構造実態調査は、我が国の全ての産業の付加価値等の構造を明らかにし、

国民経済計算（ＧＤＰ統計）の精度向上等に資するとともに、
５年ごとに実施する「経済センサス‐活動調査」の中間年の実態を把握するための調査です。

（

　

調査の目的

　

二：

ｏ国民経済計算（ＧＤＰ統計）の精度向上

ｏより正確な景気判断や経済構造の把握に基づく効果的な行政施策の立案

　　　

十
ｏ企業の経営判断 など

「 調査の対象

　

〕

０ 全ての産業に属する－定規模以上の法人企業（産業横断調査）

国 製造業に属する一定規模以上の法人事業所（製造業事業所調査）
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（

　

調査の法的根拠 ノー

璽譜塞ぎ鷲講義。豊豊
報告義務及び守秘義務 Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

統計法では、基幹統計調査を受ける人｛こは報告の義務を、

　　　　　　　

． ◎また、調査を実施する関係者（国の職員、業務を委託した民間事業者など）には
調査によって知ったことを他に漏らしてはならない義務を規定しており、
これらに反したときには罰則 が定められています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

なお、ご回答いただいた内容を統計作成の目的以外（税の資料など）に使用することはありませんので、
安心してご回答ください。

「

　

調査事項）

○産業横断調査
図経営組織

　

図資本金等の額

　

図企業全体の売上（収入）金額

図費用総額及び主な費用項目

　

図主な事業の内容

図 事業活動、 生産物の種類別の売上（収入）金額

　

などをご回答してぃただきます。

一部の大規模な企業等では、企業全体の事業別費用の内訳、
企業傘下の事業所の売上（収入）金額などについてもご回答していただきます。

日製造業事業所調査
図経営組織

　

図資本金額又は出資金額

　

図事業所の従業者数

回人件費及び人材派遣会社への支払額

　

図原材料使用額

　

図燃料使用額

図電力使用額

　

図委託生産費

　

図有形固定資産

　

図製造品出荷額

図 在庫額

　

図 工業用地及び工業用水

　

などをご回答していただきます。

ご 調査の期日ノ－

６月１日 現 在で実施しま す。
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インターネットで ご回答をお願い します。

　　　　　　

、、、，ご活用くださぃ／ｏインターネット回答用の調査関係書類を５月から順次郵送します。

ｏぜひ、便利なインターネット回答をご活用ください。

　

インターネットでご回答いただいた情報は、
厳重なセキュリティで保護されるため、安心してご回答いただけます。

ｏご希望により郵送でご回答いただくこともできます。

ｏ調査は、国が業務を委託した民間事業者等を通じて行います。

調査実施の年度末からホームページにて順次公表予定です。
以下からご覧いただけます。
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調査の結果から分かること

　

コ

我が国全体の売上高やその推移についても、以下のように毎年把握すること

ができます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

産業大分類別売上高の推移

　　

宿泊業，飲食サービス業

　

生活関連サービス業，娯楽業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

学術研究，専門・技術サービス業

　　　　　　　

１８
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情報通信業
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農林漁業

　

′鉱業，採石業≧
砂禾１」採取業
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不動産業，物品賃貸業一
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教育，学習支援業
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運輸業，郵便業
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１４００
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※

　

２０２０年の数値は、令和３年経済センサス一活動調査結果の「会社企業」と「会社以外の法人」の合計である。ただし、「サービス業（他
に分類されないもの）」の数値は、「政治、経済、文化団体」及び「宗教」（経済構造実態調査の対象外産業）を除いたものである。
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